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しはじめに

マクロ経済学で生産関数がY=F(K，L)と表

されるとき、 Kは生産活動に投入された資本

の総量をLは労働の投入量を表している。と

すると、この生産関数を推計する場合にも、

KやLには実際に投入された生産要素の量を

用いるべきであろう。これは都道府県別の生

産関数といったセミ・マクロの分析において

も同様である。実際に多くの実証分析におい

てこれらの点は考慮されており、労働につい

ては労働者数と労働時間1を掛け合わせた総

労働投入量を用いるという方法が、一般的な

方法となっている。一方、資本については、

『経済白書.! (経済企画庁 (2000))がマク

ロ・レベルの資本ストックに資本稼働率指数

を掛けて資本投入量として生産関数の推計を

行っているが、都道府県レベルでの資本稼働

率指数は存在せずこの方法を応用することは

できない。この問題を無視するか、都道府県

別の資本稼働率を何らかの方法で求めなけれ

ばならないのが現状である。推計方法として

は、例えばMunnel(1990)の失業率を資本

稼働率の代理変数として用いる方法や、浅

子・坂本 (1993)の各地域の景気とマクロの

景気の相関に基づいて資本稼動率を推計する

方法2がある。

本稿では、これらの方法を比較検討した後、

1 実際には労働者数については、雇用者数や
就業者、労働時間についても所定内や所定外
といった細かな定義が存在する。これらの細
かな定義については庚見 (1994) を参照のこ
と。
2 この方法は、他にも土居 (1998)や吉野・中
野 (1994)においても採用されている.



124 国際協.力論集 第9巻第 1号

浅子・坂本の方法を改善し都道府県の資本稼

働率の推計を行う。改善の中身は、浅子・坂

本がマクロと地域の景気の相関に関するいく

つかの強い仮定を緩めることである。その一

つが、三井 (1998)や田原(1998) によって

指摘されている、地域とマクロの景気の聞に

存在するリードやラグの関係を考慮した推計

方法の提案である。浅子・坂本では1時点の

全国の資本稼働率指数から同時点の地域の資

本稼働率を推計しており、マクロと地域の景

気変動が同時変動的であり強弱のみが異なる

と仮定している。もう一つは、マクロ・レベ

ルと地域の資本ストックをフルに稼動した時

の生産量の変動を考慮した推計方法の提案で

ある。浅子・坂本ではこの点について全く言

及していないが、本稿ではこの耳障離をタイ

ム・トレンドによって近似する方法を提案し

ている。

本稿の構成は以下の通りである。 E節では、

Munnelと浅子・坂本の二つの先行研究を取

り上げ、資本稼働率の推計についての考え方

を整理する。 E節では本稿で提案される資本

稼働率の推計方法について説明を行い、 W節

で推計結果について検討する。 V節では、本

稿においても仮定されるマクロと地域の生産

関数の形状について、仮定が成立しない場合

の対処方法について追加的に検討する。 VI節

では、論文のまとめと今後の課題について検

討する。

ll.先行研究における手法

資本稼働率の推計に入る前に明確にしてお

かなければならない問題は資本稼働率の意味

である。根岸 (1989)でも指摘されているよ

うに、資本稼働率には資本稼働率と労働資本

稼働率、さらにそれらを総合した総合資本稼

働率の3種類を考えることができる。通商産

業省が発表する資本稼働率指数は、日本銀行

統計研究会 (1993)や谷沢 (1997)で解説さ

れるように、実際の生産量を、生産設備をフ

ルに使って生産できる生産量との比率より求

めており、直接的に設備の操業率を求めてい

るわけではない。このことは経済企画庁

(1976)が指摘するように資本稼働率指数を

資本稼働率ではなく総合資本稼働率であると

考える立場を取ることを可能にする3。これ

に対して本稿では、『平成12年経済白書』

(経済企画庁 (2000))をはじめとして『経

済白書』が伝統的に取ってきた、資本稼働率

指数は資本稼働率であると考える立場を取る

ものである。

まず先行研究の検討に入る前に、生産関数

を具体的に想定して地域と全国の資本稼働率

の関係について整理する。生産関数をコブ=

ダグラス型と仮定して、マクロ・レベルにお

ける実際に観察される生産量をY、資本スト

ックをフルに稼動したときの生産量(完全雇

用生産量)をyFとすると、 YとyFは

Yt=F(ρtKt，Lt) =A(ρtKt)s L ~ (la) 

Y'{=F(Kt，Lt) =AK/ L~ (lb) 

3 経済審議会計量委員会 (1977)や香西-土志
田 (1981)が紹介する失業率による資本稼働
率の近似もこの立場によるものである。
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のように表される。ここで、添え字tは時点

tを、 Kは資本ストック、 ρは資本稼働率、

Lは労働、。、戸はそれぞれ各生産要素にか

かる係数である。同様の仮定のもとに t地域

のYとyFは、

Yit=F(ρitKt，Lu) =A(ρitKu) siL7: (2a) 

Yft =F(Kit ，Lu) =AK~iL7: (2b) 

と表せる。(1)式または (2)式から、マク

ロ・レベル、地域、のそれぞ、れで、資本稼働

率とY、yFの聞には次のような関係が成り立

つ。

日=ρf
Y市=ρ:z

(3a) 

(3b) 

この関係をもとに、 Munnel及び浅子・坂本

は地域の資本稼働率を以下のように推計して

いると考えることができる。

Munnelによる手法

Munnelでは、その根拠を特に示してはい

ないが、香西・土志田の紹介するように総合

稼働率を失業率で近似する方法と考えること

もできるが、本稿では生産関数をコブ=ダグ

ラス型として、資本稼働率の近似として失業

率を用いていると解釈する。これは、マク

ロ・レベルと地域においてオーカンの法則4

が成立しており、
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A (1';t-Yft) =-~ (Uu-U f) (4) 

このとき、 Uitは i地域での t時点での失業

率、 ufはi地域での自然失業率を表してい

る。 (4) 式の両辺をY~で割って整理すると、

五=1-」ァ(Uu-uf)
I臼 n白 (5) 

となる。さらに、 (5)式に (3b)式を代入

して、対数変換したものをテイラー展開する

と、

sJ州 'it=ln(l- '~TF (Uit-Uf))= ， ..L A Y ft ¥ w" w i I I 

~ァ (Uit-u f)nむ

のように変形される。このとき、

~uf 
Cli= AY{';si ' 一ρ

M

4-川

とおけば、資本稼働率を対数変換したものは、

lnん=Cli+C2iUU

と表すことができる。この関係式をもとに、

MunneU土資本稼働率を対数変換した値の代

わりに失業率を用いていると解釈することが

可能である5。根岸や香西・土志田が紹介し

4 オーカンの法則については中谷 (1993) を
参照した。わが国の実証分析としてはHamada
and Kurosaka (1984)などがある。稼働率と
オーカンの法則については、根岸 (1989) や
吉川 (2000) においても検討がなされている。
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ている労働時間による稼働率の推計方法も、

この方法のヴァリエーションとして解釈可能

である。

この手法の問題点としては、オーカンの法

則が成立していない場合には使えない点であ

る。また、失業率が景気に敏感でない場合に

も困難が生じる。例えば、日本のように失業

率による調整を最終手段としている場合には、

失業率を資本稼働率の代理変数とすることは

難しいかも知れない。

浅子・坂本による手法

浅子・坂本は、マクロの総生産と地域の総 l

生産を用いて

InYit=γOi+γ¥ilnYt+εit (6) 

という式を推定し、推計された係数を使って

マクロの稼働率から地域の稼働率を

ρlt=ρpz (7) 

のよう推計している6。浅子・坂本では、

(6)式から (7)式の具体的な導出は行われ

ていないが、以下のように解釈すれば (7)

式を導くことができるであろう。

まず、マクロと各地域での資本稼働率に次

の関係があると仮定する。

5 このとき、 (6)式の右辺の定数項部分は、生
産関数の推計式における定数項に、総要素生
産性とともに推計される。
6 浅子・坂本 (1993)では、 P，t=Yl(Ptとして
都道府県の資本稼働率を求めているが、これ
は、ミス・プリントと思われる。

ρit=ρfz (8) 

これは、全国と地域の景気について、景気の

山や谷のタイミングが等しく、景気の強弱の

み異なると仮定していると解釈できる。この

(8)式を対数変換したものに、 (3a) 式と

(3b)式を対数変換したものを代入すると、

去(lnYit-lnYft)= ;i (lnYt-lnY;)ω) 
が得られる。次に資本をフルに稼動したとき

の生産量を、

InY;==α， (10a) 

InYft == b (10b) 

のように仮定する。この仮定は推計期間7に

おいて資本をフルに稼動した時の生産量が変

化していないことを意味している。この仮定

については、この節の終わりで再度検討を行

うが、推計期聞が長ければ長いほど(10)式の l

仮定は厳しいものとなる。 (10a)式、(10b)

を(9)式に代入して、整理すると

siヲtα 3 一万InYit=b-n;，-+~lnY; s I s )
 

旬

E
4

唱
Eム(
 

となり、ここでs，=sを仮定するとさらに、

7 i美子・坂本 (1993) では、 1970年度から
1985年度を対象として推計を行っている。
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InYit=b-r;iα+ r;dn 1'; (12) 

が得られる。また、

γoi=b-r;iα， γ1i三司

とおくと (6)式が得られ、 (7)式のように地

域の資本稼働率を推計することが可能である

ことが分かる。

先にも述べたが、この推計方法の問題点と

しては、第1に、全国と地域の景気について、

景気の山や谷のタイミングが等しく強弱のみ

が異なると仮定していることである。これは、

地域と全国の景気のタイミングに関して、地

域景気動向指数が整備されている38道府県8

を対象とした田原による分析からは、マクロ

と県の景気の聞にリードやラグが存在してい

ることが明らかになっており、強い仮定とい

えるであろう。第2の問題点は推計期間にお

いて資本をフルに稼動した時の生産量が変化

していないと仮定していることであろう。も

ちろん(lOa)式と(lOb)式の関係が

InY;=α+ct， 
ヲ'isi

fnYHb+c-Ft 

あるいは、広=sを仮定して、

InY;=α+ct， InY;;三 b+cr;d

という関係であれば、 トレンドをもつことも

8 東京・千葉・神奈川・山梨・京都・徳島・
愛媛・高知・沖縄を除く 38道府県である。

可能である9。しかしながら、このような制

約は生産関数の性質から判断すれば説得的な

制約とはいえないであろう。

m.モデルと推計手順
本稿では前節で指摘された浅子・坂本の推

計方法の問題点を改良し新たな推計方法を提

案する。まず、リードとラグの問題について

は、全国と地域の資本稼働率に次のような関

係があると仮定する。

ρ'it= ρん× ρ1~2 ， Xρ;111 (13) 

これは、全国と県の景気がその強弱だけでな

く、今期の地域の資本稼働率が一期前や一期

後の全国での資本稼働率から影響を受けてい

ることを表しており、リードやラグがある可

能性を許容している10。

次に資本をフルに稼動した時の生産量がト

レンドを持つ場合の対応方法については、

(10)式を、それぞれ

InY;三 α+A(t) InY;，=b十B(t) (14) 

9 2次以上多項式トレンドを持つことも、最終
的に (ll)式や (12)式においてトレンド項
が消し合うように制約を付ければ可能で、ある。
10 今回の推計では、年次データを使用してい
るため、一期のリードやラグしか考慮してい
ない。しかし、}四半期データが利用可能な場
合には、 (13)式の右辺の変数を拡張すること
で一期以上のリードやラグも考慮することが
可能である。また、この関係式は、単に相関
のみを考慮して地域の稼働率を推計しようと
するもので、因果関係の方向について仮定を
おくものではない。
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と拡張する。これで資本をフルに稼動したと

きの生産量が時間 tによって変化する部分

(生産要素投入量の変化、技術進歩)としな

い部分(生産性に影響を与える地域固有の要

素)からなることを意味する。また、時間で

変化する部分が全国と地域で異なっているの

は、産業構造等の違いから技術進歩や生産要

素投入量の変化が全国と地域で異なる場合を

考慮している。

(13)式を対数変換したものに、 (3a)式、

(3b)式を対数変換したもの及び(14)式を代

入して整理すると、

InYi!=b一手1(引孔日E庁川+竹鳥z庁川川川川+判竹判州攻弘九ωJμα+判帆孔M附;A

+司鳥九z;A瓜(t)+マ弘占お;A瓜(t什+1川)f+B(ω) t) 

+手(九州一1+九州十九州一1)

(15) 

が得られる。時間にのみ依存する部分を tの

4次関数で近似して、

B{t)一手 (111iA{t-1)+7Jz;A{t) +7h;A{t 

+ 1))三 θOi+01d+Ozi+Oj'+Od

とする。このとき、民=戸を仮定して、

δi=b""':' (九+九十九)α十OOi

μ1i=ヲ1i' μZi三九， μ3i=ヲ3i

と定義すると、推計式は、

InYi!=δi+θ1it+OzdZ+θ3d3+θ4;[4 

+μ1ilnYtー1+μz;!nYt十円.lnYt+1+νit

(16) 

となる。各地域の資本稼働率は、 (16)式の推

計値から、

ρit=ρ{'!iXρ{'2，XρjTl (17) 

として求めることができる。

U同推計結果

本稿では、全国と地域の景気の関係とタイ

ム・トレンドの次数に関する組み合わせを考

慮して60個のモデル11を推計した。その中か

ら赤池の情報量基準 (AIC) によって選択さ

れたモデルの係数の値から都道府県ごとの資

本稼働率を求めている。推計には、 1990暦年

基準で実質化された1974年度から1997年年度

のデータを用い、全国の生産量に国内総生産、

各都道府県の生産量に産業部門での県内総生

産を使用した。これは、次の2点によるもの

である。第1は本稿の目的が各地域の産業部

門における資本稼働率の推計であるという点

11 60個のモデルは、全国と都道府県の景気の
関係を6パターン(県の景気が、それぞれ全国
の①今期、②一期前、③一期後、④今期と一
期前、⑤今期と一期後、⑥一期前・今期・一
期後に関係する)と、時間の近似を0次から4
次までの5パターンの組み合わせに加えて、誤
差項に1次の系列相関がないものとあるものと
いう組み合わせをすべて考慮した結果である
(6X5X2=60)。
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であり、第2には各地域の産業部門は政府部

門を含む全国の経済活動に影響を受けると考

えられる点である。したがって、地域の産業

部門の生産を全国の政府部門を含む生産によ

って回帰することによって地域の産業部門の

資本稼働率を推計することが可能であると判

断したためである。

候補となった60個のモデルの内AIC基準で

最も良いモデルの推計結果を、表1にまとめ

ている。推計された1990暦年基準での1975年

度から1997年度の都道府県別稼動率は、付表

にまとめている。表1の推計結果もとに地域

の景気を全国の景気とのリードとラグの関係

から分類したものが表2である。ここでは、

一期前の生産量が含まれている場合には全国

の景気に対して遅行、今期の生産量なら一致、

一期後の生産量なら先行、として、さらに、

一期前と今期の全国の生産量がモデルに含ま

れる場合は、先行・一致型というように全6

種類に分類している。表2から、今期の国内

総生産を含むモデルが選ばれた県は、佐賀、

長崎を除く45都道府県となっており、これは

各都道府県の景気が全国の景気に対して同時

に変動する部分がなく一期前や一期後の項だ

けを含む場合が例外的であることを示してい

る。この点は、 1970年から93年を対象とした

田原の分析と一致している。

次に本稿で提案された資本稼働率の推計に

リードとラグの関係を導入する試みが推計さ

れた資本稼働率にどのような影響を与えてい

るのかを見る。例として先行・一致型に分類

される東京と一致・遅行型に分類される大阪

の資本稼働率の推計値と全国の資本稼働率を

比較する。図 lが全国の資本稼働率との比較

である。図より先行・一致型に分類される東

京は、推計期間を通して景気の山と谷が全国

より先んじている。また一致・遅行型の大阪

は、全般的に山や谷の時点が全国に比べ遅れ

を見せているが、 1990年代では全国の景気と

ほぼ一致しているように見える。このように

今期の国内総生産を含んだ先行・一致型や一

致・遅行型の地域においても、景気の転換点

では一期前や一期後の国内総生産の影響を受

け資本稼働率が先行や遅行の傾向を示すこと

が明らかとなった。浅子・坂本による資本稼

働率の推計で仮定されているように、今期の

国内総生産のみを含むモデルが選ばれた県は、

47都道府県中18県しかなく、浅子・坂本の仮

定が過半数以上の県で厳しいものであったこ

とを示している。これは田原や三井による地

域と全国レベルでの景気の聞にリードやラグ

の関係があるといった指摘を、資本稼働率の

推計においても考慮することが重要であるこ

とを示す結果である。
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表1 推計結果
被説明変数・各県の産業部門の県内総生産

定数項 t t2 t3 t4 Iny(ー1} Iny Iny(+1} p adjusted R' AIC DW 

北海道 1.117 0.073 ー1.02E-02 5.71E-04 ー1.06E-05 0.692 0.997 -64.489 2.003 

0.605 5.129判 5.129柿 4.622柿 -4.029 5.477軸

青森 4.619 0.089 9目97E-03 5.16E-04 -8.71E-06 0.885 -0.354 -0.354 0.995 -58.829 2.279 
2.001 • 4.287 .. -3.763 .. 3.030判 2.340本 5.949柿 1.699 1.699 

岩手 5.947 0.109 1.51E-02 9.60E-04 -1.98E-05 ー1.223 1.476 0.994 -54.258 2.342 

1.435 3.171榊 -3.370軸 3.349 .. -3.174梓 3.110判 5.277 .. 

宮城 -0.841 0.013 0.941 -0.175 0.999 -67.114 2.171 

-0.770 4.836 .. 6.538榊 1.325 

秋田 1.365 0.015 1.35E-Q3 5.06E-05 0.574 0.411 0.996 61.125 2.415 

1.021 3.629 .. -3.191梓 4.110 .. 6.309事

山形 0.344 0.029 -3.44E-03 1.92E-04 -3.58E-06 ー0.444 1.132 0.608 0.999 71.305 2.174 

-0.294 2.723 .. -2.489‘ 2.157ホ 1.843 -3.997柿 15.300 .. -2.827 .. 

福島 -5.274 0.033 -2.99E-03 8.15E-05 1.058 0.999 -71.227 2.480 
-4.155柑 8.027柿 -7.831 .. 7.360 .. 12.244榊

茨城 -0.950 0.036 -8.22E-Q4 0.782 0.992 -46.277 2.208 

-0.268 3.029柿 -4.125制 3.225柿

栃木 -15.007 0.003 -2.86E-Q3 8.25E-03 1:730 0.994 -52.005 1.853 
4.734輔 0.291 -2.996柿 2.983柿 8.015 .. 

群馬 1.651 0.052 -2.37E-03 3.82E-Q5 0.806 0.995 -51.120 2.000 

0.499 4.880榊 -2.380 • 1.325 3.579輔

埼玉 13.308 -0.005 -2.41E-04 0.384 1.281 0.998 ー56.342 1.731 
-5.842 .. ー0.593 -1.974 1.595 5.327 .. 

千葉 -6.523 -0.015 2.29E-03 -7.21E-05 1.202 0.998 -60.562 2.086 
-3.093 .. -2.206 • 3.605榊 -3.918判 8.369 .. 

東京 -14.468 0.093 1.15E-02 -6.67E-04 1.24E-05 1.070 0.793 0.998 -63.037 1.664 
-6.864 .. -5.981 .. 5.095軸 -4.829糾 4.295輔 5.681柿 4.275 .. 

神奈川 -9.000 -0.005 -3.16E-04 1.414 1- 0.995 54.850 1.768 
-3.817柿 -0.624 -2.386寧 8.768柿

新潟 4.928 0.022 0.748 0.361 0.997 -61.751 2.392 
3.495柿 6.321 .. 4.023 .. -2.114 

富山 -9.430 0.002 -2.06E-03 6.14E-05 1.320 1- 0.997 63.387 Z.201 
-5.115柿 0.320 -3.720・e 3.817柿 10.512柿

石川 7.341 0.033 ー8.08E-03 5.42E-04 -1.14E-05 0.664 -0.664 1.831 0.998 65.580 1.729 
】3.037榊 1.653 -3.101 .. 3.241梓 -3.121榊 -2.895 • -2.895 • 11.221 .. 

福井 0.211 -0.034 1.08E-02 7.52E-04 1.61E-05 1.108 -0.468 0.994 -51.560 1.819 

0.045 -0.869 2.126 -2.307 • 2.270 • 2.478寧 -1.472 
山梨 -2.612 -0.046 1.35E-02 8.63E-04 1.70E-05 0.732 1.545 0.995 48.971 2.168 

0.490 -1.051 2.354 • 2.338 * 2.113 ー1.447 4.294判

長野 4.159 0.030 -3.33E-04 -6.63E-01 1.085 0.993 ー51.772 1.383 
1.469 3.161 .. -2.200事 -2.218本 3.628 .. 

岐阜 -6.246 -0.029 5.32E-03 -3.80E-04 8.48E-06 0.503 0.631 0.998 -64.341 1.965 
-2.436 • ー1.371 1.925 2.139 2.196‘ 2.066 3.647判

静岡 3.273 0.011 1.47E-04 2.19E-05 -0.571 1.543 -0.613 0.999 -67.560 2.543 
-3.724 .. 4.357 .. 0.5379 -2.760柿 7.123判 18.317柿 -3.541 .. 

愛知 ー12.802 0.074 9.51 E-03 -6.22E-04 1.34E-05 1.685 0.998 -61.074 1.415 
-5.890柿 -4.389 .. 4.057榊 -4.282 .. 4.334 11.338柿

三重 14.423 -0.070 7.49E-03 4.94E-04 1.09E-05 0.566 1.124 0.998 -62:889 1.681 
-5.250柿 -3.065榊 2.529 • -2.597事 2.621本 2.170事 6.061判

滋賀 -10.854 0.037 6.78E-03 -4.26E-04 8.57E-06 1.753 0.338 0.998 58.763 2.133 
-4.201柿 -1.950 2.449 • -2.517 • 2.422ホ 7.596柿 ー1.489

京都 2.237 0.026 -5.40E-04 0.574 0.993 -53.032 1.644 
0.870 3.009 .. -3.737料 3.262柿

大阪 ー10.704 0.039 5.75E-04 0.730 0.836 0.993 -54.108 1.913 
-4.225材 -4.610帥 4.242榊 2.730事 3.125柿

兵庫 10.038 -0.036 7.01 E-04 1.469 0.993 -54.175 2.435 
-4.123柿 -4.370 .. 5.118糾 8.825柿

奈良 2.906 0.073 -8.43E-03 5.91E-04 1.37E-05 1.660 2.101 0.327 0.997 57.996 2.228 
1.114 3.180糾 -2.855柿 3.101紳 -3.278柿 6.813 .. 13.339柿 一1.486

和歌山 8.635 0.018 1.032 0.951 0.964 -44.580 1.728 
2.703牟 2.349 • 2.451 • 2.460 • 

鳥取 5.215 -0.296 0.688 0.581 0.996 59.160 1.849 
-22.280柿 1.366 1.929 2.753事
※ 上段l司推計値、下設はt値である ※ t値の肩の*、肺はそれ 'れ5%、1%の水準で有意であること 意味する内
※ Inyは圏内総生産を対数変換したものを表している。 Iny(ー1}、 Iny(+1)はそれぞれ一期前、一期後の値である。
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被説明変数各県の産業部門の県内総生産 表1 推計結果(つづき)

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

定数項 t t2 t3 t4 Iny~1) 1型Y Iny(+l) ρ a<liusted R 
-4.492 0.024 -2.34E-03 6.46E-05 0.930 
-1.354 2.298事 -2.351 • 2.232本 4.117 .. 
-4.952 0.001 ー1.99E-04 1.047 
-2.233事 0.120 ー1.598 6.907 惨事
-12.113 0.038 4.39E-04 0.334 1.240 
12.460紳 11.620榊 8.439 .. 3.258柿 12.077榊
ー1.425 0.795 
-5.227柿 44.004榊
-14.872 -0.008 -3.11E-03 1.lOE-04 0.782 0.058 0.809 
-2.837 • -0.660 -2.457 • 2.836 • 1.762 0.097 1.786 
-21.285 0.025 -3.26E-03 1.20E-04 1.617 -0.034 0.534 
-6.236 .. -3.394 .. -3.394 .. 4.749 .. 5.593 .. -0.088 1.811 
0.987 0.030 -2.65E-03 8.06E-05 0.614 
0.244 2.346 • -2.179 • 2.283事 2.230本
5.306 0.106 ー1.47E-02 8.69E-04 -1.70E-05 0.266 
4.810紳 12.333軸 -12.357紳 11.780 .. ー10.864梓 3.533 .. 

ー12.494 0.067 ー1.35E-02 6.60E-04 -9.92E-06 0.484 1.129 
-3.134輔 2.029 3.1472榊 2.392市 1.651 1.281 4.195 .. 

4.571 0.124 ー1.52E-02 8.32E-04 -1.52E-05 0.316 
2.722事 10.656柿 -8.541枠 7.730 .. -6.823 .. 2.772 • 
-0.104 0.004 -5.46E司04 3.32E-05 0.686 
-0.038 0.473 -0.653 1.374 3.646 .. 

-3.012 0.033 -2.61E-03 6.50E-05 -0.149 1.038 
2.368 • 8.607 .. -7.232脚 6.179 .. ー1.325 9.258榊

-10.503 0.131 -2.25E-02 1.30E-03 ー2.50E-05 0.508 0.855 
-3.557 .. 6.030帥 ー7.119帥 6.717 .. -6.180肺 1.927 3.292 .. 

5.552 0.138 ー1.77E-02 1.06E-03 -2.15E-05 0.922 1.178 -0.523 
2.760桝 7.652 .. -7.652榊 7.052帥 -4.985 .. -4.985榊 10.084 .. -2.209 
3.913 0.049 -2.47E-03 5.44E-05 0.408 
2.403事 9.401 .. -5.040輔 3.827 .. 3.683柿

5.625 0.067 ー1.32E-03 -0.573 0.814 
2.819 • 10.015 .. ー12.347.. -2.720 • 3.865柿

※上段は推計値、下段lお値である※ t値の肩の*、料はそれぞれ5%、1%の水準で有意であることを意味する。

※ Inyは圏内総生産を対数変換したものを表している。 Iny(ー1)、 Iny(+1)はそれぞれ一期前、一期後の値である。

表2 全国の景気との関係による分類

分類 県の数 県名
先行型 佐賀

遅行型 長崎

0.991 

0.995 

0.999 

0.990 

0.990 

0.996 

0.983 

0.998 

0.993 

0.998 

0.994 

0.999 

0.995 

0.997 

0.998 

0.998 

A1C 
-51.049 

-56.136 

-74.223 

-53.735 

-50.236 

-59.249 

-46.901 

ー75.315

-55.070 

66.328 

-54.943 

-72.556 

-55.958 

-62.095 

-66.001 

-59.122 

一致型 18 北海知道・京・秋都田・兵・福庫島・島・茨城圃栃木・群馬・千葉・高・神知奈・鹿川・畠山
愛 根・岡山・山口困愛媛 児島

先行・一致型 6 宮城・東京・新潟・滋賀・和歌山・大分

一致・遅行型 17 
青三森重・岩・大手阪・山・奈形良・埼・広玉島・福・福井岡・山・熊梨本・長・宮野崎・岐・沖阜縄・静岡

先行・一致・遅行型 4 石川・鳥取・徳島・香川

131 

DW 

2.554 

1.436 

1.840 

2.127 

1.512 

2.391 

2.313 

1.462 

1.430 

2.326 

1.872 

2.365 

2.363 

1.994 

2.381 

1.955 
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v.固と地域の生産関数の係数が異なる場合
の対処法

前節までの分析では、全国と地域の生産関

数において係数が等しい (s，=戸)と仮定し

て資本稼働率の推計を行ってきた。しかし、

現実には地域ごとに産業構造に違いがあり、

必ずしも係数が等しいとは仮定することは説

得的ではないかもしれない。もしもこの仮定

が成立していない場合には、どのような対処

方法があるのだろうか。本稿では、次の二つ

の方法を追加的に提案する。

第1の方法は要素シェアの違いを基に資本

稼働率を調整する方法である。市場が完全競

争市場で生産関数がコブ=ダグラス型で1次

同次ならば、資本の要素シェアの値は資本の

レlンタル料である利子率(r )と資本減耗率

(δ)を用いて、

K 九Y， K， s=一二・一一;"= ~; (r +0') 
1'; dKt Yt 

と表すことが出来る。ここで全国と地域での

利子率と資本減耗率が等しいとすれば、全国

と地域の係数の比は、

K. / 

」子=王ムt
し / Y;t 

と表せる。この値は各年で変動するためそれ

ぞ、れの平均を持って分母・分子の推定値とす

れば、係数の比は

s 土手人
τ-t=1フ24J7 (18) 

と推計することが出来る12。この値をもとに、
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九三1×μlzfEi×九九三乙×μ3isi /'''--li， '2i-si ArZi， "'3t"=s 

として

ρit= ρFi× ρ1~2'Xρhsl (13) 

という推計式に代入すれば、係数が異なる場

合でも地域の資本稼動率を求めることができ

る。この方法は、資本稼働率そのものが必要

となる成長会計分析のような分析に用いる場

合に有効であろう 130

第2の方法は、生産関数の推計といった回

帰分析の変数として推計された資本稼働率を

用いる場合の対処方法である。推計した資本

稼動率と真の資本稼働率の聞には、

附すl侃ρit (19) 

という関係がある。地域の生産関数が

lnYit= lnA +s，.lnPit+s，.lnKit+αJnLit 

と表すことができることから、 (19)式の関

係を代入すると、

12 ここで各期ごとに係数の比率が変化すると
いう仮定は、 (16)式の係数の安定性が失われ
るため採用することは出来ない。
13 多くの成長会計分析では資本稼働率の調整
についての検討されていない。例えば黒田・
吉岡・清水(1987)。しかしながら、厳密に資
本投入量を測るためには何らかの方法で資本
稼働率を考慮しなければならないであろう。

lnY.t=州す附A附
=c十slnPit十戸ilnKit+αJnLit十九

となり、推計された資本稼働率と資本の係数

が異なることを許した回帰式を推計すれば、

それぞれの係数が推計できることが分かる。

さらに推計された資本稼働率の係数は、全国

レベルでの生産関数の係数の推計値となる。

このように、係数の違いによる影響は資本稼

働率と資本の係数が異なることを許すことで

取り除くことができる。

VI.おわりに

本稿では浅子・坂本の方法を改良し、全国

と地域の景気とのリードやラグの関係、資本

をフルに稼動した時の生産量に関する仮定を

緩め資本稼働率の推計方法を提案した。さら

に1975年度から1997年度における都道府県別

の資本稼働率の推計を行った。推計結果から

は47都道府県中29都道府県で全国の景気との

聞にリードまたはラグが存在おり、 これは、

浅子・坂本の仮定である全国と地域で景気の

タイミングが等しく強弱だけ異なるという仮

定が過半数の都道府県には当てはまらないこ

とを示すものである。言い換えれば、本稿の

手法によって、 より地域の特性を反映した資

本稼働率の推計が可能になったと言える。特

に推計されたデータは、今後の都道府県別の

生産技術や技術進歩に関する分析に貢献する

と思われる。

今後の課題としては、第1には各都道府県
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での四半期や月次の資本稼働率の推計が挙げ

られよう。本稿で推計した資本稼働率は、年

次のデータであるため景気のリードやラグを

充分捉えているとは言い難い。田原による分

析では全国と各地域のリードやラグは3ヶ月

前後であるため、月次程度の推計値を求める

方法の開発が必要である。月次の稼動率の推

計には、県民総生産が利用不可能であるため、

例えば地域の景気動向指数の一致系列14を用

いることも検討すべきであろう。第2点目は、

他の推計方法との比較である。例えば根岸が

試みたように、実際に生産関数を推計し、そ

の当てはまりの良さから推計値の評価を行う

ことも今後の課題としたい。
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都道府県ごとの稼動率

年度 全国 北海道青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 茨域 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川新潟 富山 石川 福井 山梨 畏野 岐車 静岡 愛知
1975 0.833 0.88126 0.898139 0.863875 0.916169 0.900424 0.850328 0.82421 0.866809 0.728989 0.86309 0.761199 0.802843 0.808235 0.772349 0.956763 0.785755 0.765258 0.974129 0.811829 0.876903 0.846989 0.799048 0.735009 
1976 0.892 0.923982 0.997174 1.056215 0.907501 0.936499 0.952801 0.886101 0.914476 0.820605 0.91202 0.805305 0.871662 0.789767 0.850804 0.952182 0.860011 0.915802 0.861685 0.958018 0.997104 0.84876 0.930524 0.824838 
1977 0.881 0.916085 0.950616 0.95381 0.940463 0.929852 0.91141 0.874544 0.905642 0.803178 0.902946 0.813677 0.85876 0.861344 0.836009 0.969487 0.846044 0.855474 0.934958 0.893928 0.940148 0.871606 0.877882 0.807771 
1978 0.923 0.946079 0.997264 1.037304 0.983873 0.955046 0.966069 0.918716 0.939244 0.870565 0.937475 0.859616 0.908195 0.961235 0.892904 0.991826 0.899667 0.939322 0.902298 0.969382 0.99704 0.89203 0.950008 0.87371 
1979 0.979 0.985425 1.024635 1.068904 0.961467 0.987891 1.011584 0.977794 0.983535 0.96395 0.983044 0.943719 0.974816 0.908872 0.970441 0.980358 0.972383 1.014434 0.924213 1.026171 1.030534 0.947747 1.013098 0.964872 
1980 0.95 0.965139 0.966587 0.951451 0.937339 0.970985 0.952498 0.947175 0.960669 0.915089 0.959511 0.928792 0.940217 0.854403 0.930052 0.96786 0.934556 0.92328 1.0凹5150.938267 0.959267 0.957868 0.935163 0.917204 
1981 0.919 0.943241 0.953927 0.939906 0.912232 0.952668 0.929699 0.914504 0.936059 0.864049 0.9342 0.879926 0.903467 0.799816 0.887438 0.954685 0.894526 0.886387 0.982894 0.911214 0.943979 0.923947 0.903881 0.86734 
1982 0.887 0.920396 0.941119 0.928923 0.940463 0.933482 0.90637 0.880847 0.910463 0.812664 0.907898 0.830226 0.865793 0.861344 0.844069 0.969487 0.853656 0.849194 0.963289 0.883856 0.928563 0.888566 0.872143 0.817062 
1983 0.923 0.946079 0.993627 1.028732 0.970758 0.955046 0.963164 0.918716 0.939244 0.870565 0.937475 0.861857 0.908195 0.930375 0.892904 0.985129 0.899667 0.9351 0.909107 0.96458 0.992565 0.895078 0.946332 0.87371 
1984 0.962 0.973556 1.008869 1.041619 0.966116 0.978007 0.991715 0.959839 0.970149 0.935177 0.969265 0.922771 0.954508 0.919594 0.946704 0.982748 0.950164 0.982416 0.931827 0.998771 1.011133 0.937325 0.986078 0.936809 
1985 0.956 0.969351 0.981197 0.981124 0.930299 0.9745 0.966798 0.953506 0.965412 0.92511 0.964391 0.930046 0.947358 0.838882 0.938367 0.964184 0.942352 0.944908 0.9784 0.95966 0.977121 0.953253 0.953789 0.926986 
1986 0.91 0.936841 0.942454 0.919247 0.94748 0.947301 0.916831 0.905031 0.92888 0.849463 0.926821 0.870999 0.892844 0.877055 0.875176 0.973132 0.882985 0.866928 0.994346 0.893339 0.930064 0.921135 0 

付表

-ωm 

年度 三重 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和敬山鳥取 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川 愛媛 高知 福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島沖縄
1975 0.769132 0.850718 0.900501 0.797355 0.76452 0.805492 0.99079 0.891225 0.843732 0.825807 0.770829 0.864826.0.836922 0.802253 0.893908 0.952476 0.774776 0.964528 0.933097 0.839834 0.855685 0.884964 0.928131 0.913017 
1976 0.79307 0.835916 0.936549 0.795366 0.845399 1.065279 0.989795 0.898814 0.899171 0.887174 0.816456 0.913167 0.77665 0.698523 0.932254 0.970004 0.804488 0.960753 0.882173 0.912679 0.841328 1.034385 0.95判22 1.011655 
1977 0.812957 0.892841 0.929907 0.827481 0.830124 0.926419 0.993534 0.934409 0.888855 0.875718 0.822594 0.904205 0.853114 0.798633 0.925181 0.966802 0.820037 0.974997 0.924581 0.89187 0.896492 0.957056 0.9496 0.962984 
1978 0.850657 0.970423 0.955082 0.852579 0.888923 1.042897 0.998283 1.010647 0.928196 0.919497 0.867884 0.938301 0.889135 0.806167 0.952009 0.978875 0.859126 0.993316 0.916743 0.937754 0.971473 1.022659 0.967824 1.007346 
1979 0.933152 0.93001 0.9879 0.926593 0.969294 1.092455 0.995856 0.959477 0.980457 0.978014 0.948287 0.983273 0.898397 0.856244 0.987058 0.99436 0.939152 0.983921 0.946509 0.989961 0.932443 1.050075 0.991374 1.029027 
1980 0.932706 0.887372 0.971008 0.943291 0.927396 0.930048 0.993185 0.904006 0.95342 0.94769 0.931749 0.960052 0.914089 0.926304 0.969007 0.986425 0.934083 0.97366 0.985544 0.951174 0.891199 0.959965 0.979281 0.970817 
1981 0.883407 0.84398 0.952706 0.897563 0.883268 0.911836 0.990339 0.871976 0.924455 0.915323 0.885257 0.935068 0.865824 0.866847 0.949475 0.977743 0.886732 0.962816 0.965419 0.923115 0.849151 0.94912 0.96611 0.9613崎4
1982 0.83312 0.892841 0.933535 0.850506 0.838445 0.894337 0.993534 0.926192 0.894483 0.881966 0.837855 0.909096 0.873248 0.838082 0.929044 0.968552 0.838369 0.974997 0.943692 0.894194 0.896492 0.93858 0.952234 0.951922 
1983 0.85393 0.946672 0.955082 0.856814 0.888923 1.031212 0.996869 0.986441 0.928196 0.919497 0.869856 0.938301 0.880396 0.807955 0.952009 0.978875 0.861956 0.987832 0.921022 0.936806 0.948541 1.016281 0.967824 1凹3437
1984 0.914957 0.93833 0.978024 0.913121 0.944661 1.052985 0.996364 0.967175 0.964615 0.960233 0.927913 0.969678 0.903313 0.858944 0.976502 0.98973 0.920761 0.985881 0.946509 0.972131 0.940483 1.028628 0.984311 1.01445 
1985 0.930067 0.875104 0.974521 0.93622 0.936016 0.970237 0.992394 0.897429 0.959019 0.95396 0.933568 0.964868 0.893989 0.896016 0.972759 0.988081 0.932796 1日970637 0.97377 0.959908 0.879318 0.982855 0.981801 0.985649 
1986 0.876805 0.905181 0.947343 0.894309 0.870586 0.883892 0.994315 0.92677 0.916033 0.905936 0.876363 0.927782 0.908239 0.897657 0.943757 0.975182 0.879613 0.977 
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Estimation of Capital Utilization Rates in Prefectures 

Abstract 

MIY ARA Izumi * 

FUKUSHIGE Mototsugu * * 

We are proposing the estimation method of the capital utilization rate in prefecture. 

This estimation method extends Asako and Sakamoto's (1993) to the case when there exist 

lead or lag relationship between the business condition of the national level and that of 

prefecture and inter-temporal fluctuations of fully-operated-production. These two 

improvements make the estimated utilization rates reflect the characteristics of each 

prefecture more accurately. AIso， the estimated figures in this paper will contribute to the 

analysis regarding the production technology or technological progress in prefectures. 
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